
平成29年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5498

１　事業概要

大綱（政策）

章（基本施策）

節（施策）

２　事業進捗等（指標等推移）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

校
校

15
34

2
20

0
9

0
9

校 15 13 2 2

校 14 11 11

％ 64.0 72.0 92.0 96.0 100.0 100.0

％ 41.0 74.0 74.0

千円 78,545 69,556

千円 29,265 693

千円 2,114,231 895,536

千円 6,475 8,697

千円 2,120,706 904,233

千円 558,704 205,029

千円 771,853 490,400

千円

千円 199,795

千円 790,149 9,009

千円 2,120,706 904,233

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4 ニーズ

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4 ニーズ

4

4

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費分析結果

平成28年度は行健中3期、御舘小下枝分校、宮城小、熱海小、田母神小、芳賀小、桃見台小、小山田小、
御舘小、高野小、開成小、湖南中、熱海中を実施。耐震補強設計は完了しており、継続的に整備を進め
る。

平成28年度は、小中学校13校を実施し、計画を上回って事業を進めている。
平成28年度は、平成27年度と比較して事業実施件数が減少したため、それに伴いコストも下がった。今後も平成29年
度の耐震化完了を目指し、事業を実施する。

【次の実施計画に向けたカイゼン等の案】

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

平成28年度実施事業に係る事務事業評価

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
単位

東日本大震災の発生など耐震性の確保に対する関心は高まっており、本事業に対する要
望は今後も高いレベルを維持すると予測される。

今後周辺環境（予測）

小中学校耐震補強事業

政策体系

住民意向分析

各地で大きな地震が発生していることから、耐震性の確保に対する要望がある。

３教育環境の充実

１個性を伸ばし生きる力を育む教育のまち

２ともに学び、ともに育み、未来を拓くまち

教育委員会事務局教育総務部 総務課

指標名指標名

法律改正等により、学校施設の計画的な耐震化の推進が求められた。耐震
補強事業として耐震補強工事のみ行い、さらなる耐震化を図る。東日本大
震災の発生により耐震化の更なる推進が求められる。

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

平成32年度平成31年度

【政策開発課コメント欄】

手段 意図（目的）

耐震補強工事を行う。 校舎及び屋内運動場の耐震性を確保する。

平成30年度

継続

完了

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
小中学校施設の耐震補強事業については、「郡山市小中学校施設耐震化推進計
画」に基づき、校舎は平成30年代、屋内運動場は年間１～２校程度の改築による
耐震化完了を予定していたが、東日本大震災を契機に計画を大幅に前倒ししたこ
とにより、校舎については、平成28年度をもって耐震化が完了した。また、屋内
運動場においても平成29年度に９校の耐震補強工事を予定しており、耐震化がす
べて完了することから、当該事業を完了とする。

【一次評価コメント】

　災害時の避難施設であり、できるだけ早期に耐震化が完了するよう計画的に事
業を進める必要がある。

対象となる学校が多く、多額の費用がかかることから、事業を計画的に
進め、できるだけ早期に耐震化を完了することが望まれている。

耐震補強事業実施校数（屋内運動場）

耐震補強事業実施済の屋内運動場の比率

耐震補強事業実施済の校舎の比率

耐震補強事業実施校数（校舎）

昭和56年以前に建設された小中学校の校舎数（耐震化対象）
昭和56年以前に建設された小中学校の屋内運動場数（耐震化対象）

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

単位コスト（総コストから算出）耐震補強実施１校あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 耐震補強実施１校あたりのコスト

事業費

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他
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３ 効率性
４ 成果指標
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（活動達成度）
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１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）
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平成29年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5507

１　事業概要

大綱（政策）

章（基本施策）

節（施策）

２　事業進捗等（指標等推移）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
校 89 89 89

件 65 68 28 28

校 3 1 2 2

件 0 0 0 0

件 564 584 652 652 680 680

校 29 29 30 30 32 32

件 0 18 0 18 0 18

千円 4,345 3,806

千円 3,466 2,150

千円 380,552 334,234

千円 6,194 4,470

千円 386,746 338,704

千円 6,607 594

千円 71,700 146,800

千円

千円

千円 308,439 191,310

千円 386,746 338,704

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

3

3 ニーズ

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

4

4 ニーズ

4

4

各所改修（一件審査）　　H28年度　28件（小学校14件、中学校14件）
外壁等リフレッシュ事業　H28年度　 2件（安積第二小学校、二瀬中学校）

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

国・県支出金

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

【次の実施計画に向けたカイゼン等の案】

平成32年度平成31年度

総事業費分析結果

各所改修（一件審査）　　H28年度まで　累計680件実施
外壁等リフレッシュ事業　H28年度まで　累計 32件実施

各学校における改修規模や工事内容等により、事業費の増減がある。

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

人件費

歳出計（総事業費）

指標名指標名

外壁等リフレッシュ事業実施校数

建築後２０年を経過した老朽化の激しい改修を要する校舎が増える中で、
施設の安全面に係る緊急的・応急的な改修が必要であり、全体的な教育環
境整備を図る必要性が生じた。校庭も排水や表面状態が悪く、運動施設と
して良好でないものが多数あり、改善が望まれた。

平成28年度実施事業に係る事務事業評価

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
単位

既存校舎の老朽化が進んでいるため、今後も継続した整備が必要になると予測される。
校庭の整備については、除染作業による汚染土壌を搬出後、計画的に整備していく必要
がある。

今後周辺環境（予測）事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

単位コスト（総コストから算出）小中学校１件あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 小中学校１件あたりのコスト

事業費

小中学校施設環境整備事業

政策体系

住民意向分析

学校からは施設環境整備に係る要望を随時受けている。校庭に仮埋設されている汚染土
壌については、早期搬出を求められている。

３教育環境の充実

１個性を伸ばし生きる力を育む教育のまち

２ともに学び、ともに育み、未来を拓くまち

教育委員会事務局教育総務部

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

総務課

各所改修済件数（累計）

学校校庭整備件数

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果

【政策開発課コメント欄】

手段 意図（目的）
学校施設の老朽化による機能低下、破損等について改修を行う。プール・給食設備・トイレ・保健室は年次計画
を立てて順次改修を進め、その他の箇所は緊急度・必要性を一件ずつ審査し、優先度の高いものから改修すると
ともに、老朽化施設の中規模改修を行う。また、校庭について、土質改良、暗渠設置、芝生の敷設及び勾配の適
正化等を実施する。併せて、遊具の点検及び修繕に努める。

児童・生徒が快適な学校生活を送れるよう老朽化施設を改修し、教育環境の充実を図るとともに、児童
生徒の健康増進及び体力向上を助長するために、小・中学校校庭整備及び遊具の整備を図る。

平成30年度

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
各学校長からの毎年度600件程度の各所改修要望の中から、事案の一件審査によ
り危険箇所等の緊急性の高い事案から優先して改修を実施し、外壁等のリフレッ
シュ事業においても計画どおり２件を実施した。また、学校校庭整備について
は、除染作業による汚染土壌の搬出後から再開する予定である。将来的には、施
設の長寿命化や公共施設等総合管理計画に基づく改修等を計画的かつ継続的に実
施することにより、各所改修要望は減少すると見込まれるが、緊急的・応急的な
改修や施設の現状回復を図るための比較的小規模な改修等の必要性は高いため、
今後も継続して事業を実施する。

【一次評価コメント】
　子どもたちの安全確保と教育環境の向上の視点から各所改修及びリフレッシュ
事業については継続していく必要があるが、校庭整備については除染作業による
除去土壌等が埋設されているため、一時休止している。

施設全体の老朽化は年々進んでおり、緊急的・応急的な改修の必要性は
高まっている。校舎リフレッシュ事業については、全体計画の中で順次
整備を図っている。校庭の整備は、除染作業による汚染土壌を仮埋設し
ているため、休止している。

各所改修件数

公立小中学校

学校校庭整備件数（累計）

外壁等リフレッシュ事業実施済校数（累計）
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３ 効率性
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平成29年度 事務事業マネジメントシート 段階： 3550

１　事業概要

大綱（政策）

章（基本施策）

節（施策）

２　事業進捗等（指標等推移）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
人 328,135 328,860 335,448

件 283 275 300 276

講座 91 100 99 100 104

回 3,000 2,598 3,000 2,824 3,000 3,062

件 250 218 250 278 300 261

人 8,000 7,598 8,000 10,632 12,000 9,139

千円 0.1 0.2

千円 0.1 0.2

千円 72 5

千円 961 1,371

千円 1,033 1,376

千円

千円

千円

千円

千円 1,033 1,376

千円 1,033 1,376

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4 ニーズ

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3 ニーズ

4

4

事業費

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

市政きらめき出前講座受講者数

市政きらめき出前講座申込件数

生涯学習きらめきバンク「達人先生」活動件数

生涯学習きらめきバンク登録件数

市民

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

単位コスト（総コストから算出）出前講座受講者１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 出前講座受講者１人あたりのコスト

【政策開発課コメント欄】

手段 意図（目的）

「生涯学習きらめきバンク」を設置し、冊子と市ウェブサイトで情報を提供する。「市政きらめき出前
講座」として、市職員がいつでもどこでも講師として出向く。

生涯学習の情報と市政の学習機会を提供することによって、市民の生涯学習の機会の確保を図る。

平成30年度

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
様々な分野で生涯学習の指導可能な個人等を「達人先生」として「きらめきバン
ク」に人材登録し、ウェブサイト等において公表することで、市民と達人先生の
橋渡しを実施しているほか、市職員が講師となって市政の講義を実施する「きら
めき出前講座」を実施している。一時は減少傾向であった出前講座の受講者数も
増加傾向にあり、約9,000人の受講者数を維持している。今後においても継続し
て周知を図るとともに、市民ニーズに合ったメニューを適宜追加しながら、継続
して事業を実施する。

【一次評価コメント】
市民ニーズに合ったメニューの追加や広報活動の充実を図る。

人々のライフスタイルの多様化や情報化社会の到来等による職業訓練等
の必要性から、生涯学習の学習ニーズが多様化している。さらに、団塊
世代が定年退職を迎えるため、中高年層の余暇時間を利用した学習ニー
ズが高まっている。

きらめき出前講座メニュー数

平成28年度実施事業に係る事務事業評価

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
単位

市民の学習ニーズが多様化しており、また、市民参画による市政運営を行う上で市民の
市政への理解を啓発する必要性から、当該事業の必要性はますます高まっている。

今後周辺環境（予測）

生涯学習支援事業

政策体系

住民意向分析

東日本大震災の影響により、「きらめき出前講座」に震災対策関係のメニューの充実等
について要望が寄せられている。また、「生涯学習きらめきバンク」についても、未掲
載の講師分野等について要望が寄せられている。

３生涯学習の推進

２一人ひとりの学ぶ心を大切にするまち

２ともに学び、ともに育み、未来を拓くまち

教育委員会事務局教育総務部 生涯学習課

指標名指標名

平成８年度に郡山市職員若手政策研究会から「生涯学習きらめきバンク」
及び「市政きらめき出前講座」の提案を受けたことにより開始した。

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

平成32年度平成31年度

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費分析結果

生涯学習きらめきバンク登録件数は１件増加、きらめき出前講座メニュー数は５件増加した。今後も、市
政情報を市民に効果的に発信するため、きらめきバンク登録件数及び出前講座のメニュー数の充実を図
る。

生涯学習きらめきバンクの活動回数が増加し、きらめき出前講座の申込件数は前年度より減少した。震災により
落ち込んでいた学習ニーズが回復しつつあると考えられる。今後は、市民ニーズに合ったメニューの追加や広報
活動の充実を図る。

きらめきバンク登録者件数は１件増加しており、効果的・効率的な事業運営に努めている。

【次の実施計画に向けたカイゼン等の案】

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性
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３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

○

○



平成29年度 事務事業マネジメントシート 段階： 4050

１　事業概要

大綱（政策）

章（基本施策）

節（施策）

２　事業進捗等（指標等推移）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
世帯 13,000

回 600 508 600 580 660 518

学級 86 86 86 86 85 85

人 3,800 2,998 3,800 2,839 3,000 2,860

人 17,000 12,981 17,000 17,282 17,000 15,494

人 20,800 15,979 20,800 20,121 20,000 18,354

千円 0.3 0.4

千円 0.3 0.2

千円 3,244 3,081

千円 3,391 3,566

千円 6,635 6,647

千円 1,400 2,922

千円

千円

千円

千円 5,235 3,725

千円 6,635 6,647

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3 ニーズ

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

3 ニーズ

4

4

事業費

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

全事業のべ参加者数

家庭教育学級参加者数（のべ）

市民対象講演会への参加人数

家庭教育各種講座実施回数

市内の中学生以下の子どもを持つ家族

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

単位コスト（総コストから算出）参加者１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 参加者１人あたりのコスト

【政策開発課コメント欄】

手段 意図（目的）

家庭教育の学習機会を提供する。１家庭教育学習会を開催する。２家庭教育講演会を開催する。３就学
前子育て講座を市内全市立小学校の就学前健康診断または入学説明会の際に開催する。４企業を支える
親学び講座を開催する。５子育て応援事業を開催する。

家庭教育に関する学習の機会と情報を提供することによって、保護者等が子どもたちの発達段階に応じ
た行動や考え方を理解し、子どもたちの健全な人格形成や子どもたちを取り巻く環境の改善を促進す
る。

平成30年度

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
すべての学校に設置されている家庭教育学級の参加者に対して、合同学習会と講
演会を開催するほか、家庭教育への関心や家庭での教育力を向上させるため、企
業へ訪問して実施する親学び講座や入学説明会の際に実施する就学前子育て講座
等を実施している。スマホとのつきあい方をテーマに設定する等時代に即した事
業を実施したため、参加者数等の成果も図れている。今後においても、他部局等
が実施している類似事業との棲み分けを図りながら、継続して事業を実施する。

【一次評価コメント】
本事業は、家庭・学校・地域の連携を図る事業として必要とされており、今後さ
らに相互交流の機会提供や家庭・地域の教育力の向上を図るため継続して実施し
ていく。

核家族化や地域社会との希薄化等により、子育てについて悩みを抱える
親が多くなっており、家庭教育の学習機会の提供や情報の提供に努めて
いる。また、教育基本法の改正により、家庭教育の支援が自治体の責務
となった。

学級数

平成28年度実施事業に係る事務事業評価

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
単位

社会全体の規範意識の低下や家族や地域についての価値観の問題など、子どもを取り巻
く環境は依然厳しいと思われ、家庭教育の支援はますます重要となってくる。

今後周辺環境（予測）

家庭教育充実事業

政策体系

住民意向分析

市民のライフスタイルの多様化により、開催日時・場所等参加しやすい環境づくりが求
められている。また、子どもの様々なトラブルからの安全確保、食育、職業意識など家
庭教育の現代的な課題への学習ニーズが増加傾向にある。

１家庭教育の推進

２一人ひとりの学ぶ心を大切にするまち

２ともに学び、ともに育み、未来を拓くまち

教育委員会事務局教育総務部 生涯学習課

指標名指標名

家庭教育学級は、昭和４０年代に開始し、昭和５７年に全小・中学校に開
設した。家庭教育学級の活性化を目的に、家庭教育学習会を実施するよう
になった。平成１３年の社会教育法改正により、教育委員会事務として家
庭教育に関する事務が明記され、就学前子育て講座の実施につながった。

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

平成32年度平成31年度

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費分析結果

毎年同程度の開催回数で推移している。 少子化の影響はあるものの、参加者数は増加傾向で推移している。 事業費は減少しているが、人件費が増加している。

【次の実施計画に向けたカイゼン等の案】

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

○

○



平成29年度 事務事業マネジメントシート 段階： 4230

１　事業概要

大綱（政策）

章（基本施策）

節（施策）

２　事業進捗等（指標等推移）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
人 3,870 3,841 3,677

人 2,798 2,785 2,757 2,778

％ 75.0 72.3 75.0 72.5 75 76

千円 4.9 4.4

千円 4.9 4.4

千円 10,711 9,706

千円 3,130 2,686

千円 13,841 12,392

千円

千円

千円

千円

千円 13,841 12,392

千円 13,841 12,392

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4 ニーズ

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4 ニーズ

4

4

事業費

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

参加率

参加人数

新成人者数

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

単位コスト（総コストから算出）参加者１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 参加者１人あたりのコスト

【政策開発課コメント欄】

手段 意図（目的）

式典とアトラクションを実施する。記念品、成人証書を配布する。
大人になったことを自覚し、自ら生き抜こうとする新成人を祝い励ますとともに、互いに祝福しあい、
夢と希望を語り合うつどいの場として郡山市成人のつどいを開催する。

平成30年度

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
新成人に対しての祝いの場として式典とアトラクションの２部構成で成人のつど
いを実施しており、参加率は上昇傾向にある。また、市の経済効果として約
600,000千円を見込んでいる。今後は、さらなる効率性を図るため、他自治体の
動向やニーズを把握し、事業内容を見直しながら、継続して事業を実施する。

【一次評価コメント】
新成人を祝い励ますとともに、自主性や社会性を持った地域社会の一員として自
覚を促す事業であり、人生の節目として認知され参加率も高いことから継続して
実施する。なお、事業の企画内容については、新成人に近い年齢層の企画委員を
募集し、若いニーズを取り入れながら実施していく。

ライフスタイルの多様化等により、社会人としての自覚を促す機会の充
実が求められている。

平成28年度実施事業に係る事務事業評価

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
単位

ライフスタイルが多様化していくことが予想される。

今後周辺環境（予測）

成人のつどい開催事業

政策体系

住民意向分析

行政サービスのＰＲを促進するよう要望がある。式典本来の意味合いが伝わるよう、プ
ログラム構成や会場設営について、より参加者の視点に立った配置が要望されている。

２青少年の健全育成

２一人ひとりの学ぶ心を大切にするまち

２ともに学び、ともに育み、未来を拓くまち

教育委員会事務局教育総務部 生涯学習課

指標名指標名

成人を迎える青少年に対して、大人としての自覚と社会の一員としての意
識啓発を図るための場が求められていた。

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

平成32年度平成31年度

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費分析結果

毎年同程度の参加人数で推移している。
平成１７年度から実施の午後開催が定着し、天候にもさほど左右されず参加者が安定しており、同程度
の参加率で推移している。

事業費を増加させず、より魅力あるイベントの実施に努めている。

【次の実施計画に向けたカイゼン等の案】

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

○

○



平成29年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5417

１　事業概要

大綱（政策）

章（基本施策）

節（施策）

２　事業進捗等（指標等推移）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

人
329,270

35
328,860

35
　335,493

35

本 9,000 9,000 9,000 9,000

基 100 100 100 100

団体 300 308 300 305 310 300

千円 293 282

千円 293 282

千円 7,348 7,266

千円 2,911 2,614

千円 10,259 9,880

千円

千円

千円

千円

千円 10,259 9,880

千円 10,259 9,880

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4 ニーズ

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4 ニーズ

4

4

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費分析結果

花苗の配布数は、予定数を配布した。なお、地域からは約２万本の配布希望があるため、十分に対応でき
ていない。危険箇所表示板設置数については、地域からの要望にこたえ、平成２３年度に２０本増やして
いる。

花いっぱいコンクールの参加団体が、5団体減少した。 効果的・効率的な事業運営に努めている。

【次の実施計画に向けたカイゼン等の案】

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

平成28年度実施事業に係る事務事業評価

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
単位

少子高齢化や核家族化が進んでいることもあり、「世代間交流」がキーワードになると
考えられる。

今後周辺環境（予測）

明るいまちづくり事業

政策体系

住民意向分析

花いっぱいコンクールに代表されるように環境整備に関する関心が高まっている。また
近年の社会情勢の変化及び東日本大震災の経験から、地域のコミュニティづくりについ
ての関心がより高まってきている。また、花苗や危険箇所表示板をもっと増やしてほし
いという要望がある。

３生涯学習の推進

２一人ひとりの学ぶ心を大切にするまち

２ともに学び、ともに育み、未来を拓くまち

教育委員会事務局教育総務部 生涯学習課

指標名指標名

昭和４４年当時、高度成長の中で市民生活が豊かになる一方、モラルの欠
如からくる青少年の不良化、交通事故の増加などが社会問題となっていた
ことから、市が「明るいまちづくり運動」を提唱し開始した。

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

平成32年度平成31年度

【政策開発課コメント欄】

手段 意図（目的）

明るいまちづくり推進委員会協議会へ負担金５，９１０千円交付するほか、花いっぱい運動の推進、危
険箇所への表示板の設置を行う。

明るいまちづくりのための運動を推進するとともに、コミュニティ活動の活性化の促進及び住民主体の
コミュニティ活動の推進を図る。

平成30年度

継続

継続

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
明るいまちづくり推進協議会に負担金を交付し、花いっぱいコンクールや危険個
所調査を実施している。明るいまちづくり推進協議会を通して各地区へ交付され
た負担金により、運動会等の地域行事を実施しているため、住民主体のまちづく
りや地域活動の活性化が図れていることから、今後も継続して実施する。

【一次評価コメント】
花いっぱい運動や危険箇所の調査等を通し、住民主体のコミュニティ活動の推進
が図られている。また、東日本大震災の経験を得たことにより、まちづくりへの
取組みが活性化していることから、手段の見直し等の精査を行いながら今後も継
続して実施する。

環境問題が社会問題化されていることもあり、地域の清掃活動、美化運
動が盛んになっている。また安全安心なまちづくりについて地域住民の
連携協力が求められている。

危険箇所表示板設置数

花いっぱいコンクール参加団体

花苗配付数

市民
地区

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

単位コスト（総コストから算出）１地区あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） １地区あたりのコスト

事業費

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

○

○



平成29年度 事務事業マネジメントシート 段階： 5817

１　事業概要

大綱（政策）

章（基本施策）

節（施策）

２　事業進捗等（指標等推移）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
人 328,135 327,296 334,448

回 312 494 312 296 312 296

人 24,960 42,061 24,960 30,531 24,960 30,624

％ 100 85.0 100.0 90.6 100.0 93

千円 3.6 3.8

千円 3.6 3.8

千円 10,707 17,369

千円 99,229 98,970

千円 109,936 116,339

千円

千円

千円 730 721

千円

千円 109,206 115,618

千円 109,936 116,339

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3 ニーズ

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

2 ニーズ

4

4

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費分析結果

　厳しい財政状況の中、趣味・教養に関する講座は精査するとともに、地域課題等に取り組む講座にシフ
トし、講座開催回数は、昨年と同等とした。

　震災後に受講者が激減したが、その後の復興により、講座受講者は微増の結果となった。

【次の実施計画に向けたカイゼン等の案】

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

平成28年度実施事業に係る事務事業評価

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
単位

都市化や過疎化、少子高齢化により、公民館の事業に参加する世代に偏りが見られる地
区があり、今後は全市的な課題となると思われる。市民が必要としている課題等を的確
に把握し、市民のニーズと地域の課題をふまえた講座等の実施が必要である。

今後周辺環境（予測）

地区・地域公民館の定期講座等開催事業

政策体系

住民意向分析

事業をきっかけとして、地域のボランティア組織の設立等につながった例もあることか
ら、きっかけを探している人材が多いと考える。

３生涯学習の推進

２一人ひとりの学ぶ心を大切にするまち

２ともに学び、ともに育み、未来を拓くまち

教育委員会事務局教育総務部 生涯学習課

指標名指標名

社会の急速な変化に対応して、日常生活に必要な知識や技能の習得と個人
の持つ関心や興味を喚起させ、自己啓発を図るとともに、集団による学習
の場を設けて学習者の仲間作りを促進する必要があった。

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

平成32年度平成31年度

【政策開発課コメント欄】

手段 意図（目的）
　市内３９の地区・地域公民館において、青少年の健全育成や高齢者の生きがいづくりなど、市民の多様な学習
ニーズに対応する定期講座等を開設する。　また、学習ニーズによる教養的な講座だけではなく、地域コミュニ
ティの核となる人材育成や世代間交流などの事業を実施し、生涯学習の推進とともに、地域づくりの推進を図
る。

　子どもから高齢者までの各世代の学習ニーズに応じた各種講座等の開催により、市民の自主的な生涯
学習活動及び地域に根ざした学習活動を支援する。

平成30年度

改善

改善

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
市内39の地区・地域公民館において、青少年から高齢者まで、各世代に応じた事
業展開や文化的要素のみならず、地域の課題解決型の講座も取り入れる等の工夫
をしているため、参加者の満足度も増加傾向にある。しかしながら、対象別講座
については、分館を合わせたすべての公民館等で実施していることから、人件費
を含めた総事業費が増加傾向にあり、受講者１人あたりのコストも増加（3.6千
円/人⇒3.8千円/人）している。今後においては、地区公民館と地域公民館の講
座の位置付けの見直しや公民館の広域的な取り組みによる講座の開催など、効率
的な事業を実施する必要がある。

【一次評価コメント】
　市内39公民館で特色があり、地域貢献を意識した講座を行うことで、地域活性
化を促す取組みが各地で展開されている。今後は、地域ごとの事業量や必要性・
役割を精査しながら効率的でバランスの取れた事業運営を図っていく。

生涯学習の拠点として公民館は広く認知されており、市民が気軽に趣味
や教養を学ぶための定期講座等は毎年一定の需要がある。また、地域づ
くりの拠点としても公民館は中心的な役割を担っており、地域づくりを
目的とした講座等が活発に行われている。

受講者満足度

講座受講者数（延べ人数）

講座開催数

市民

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

単位コスト（総コストから算出）受講者１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 受講者１人あたりのコスト

事業費

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

○

○



平成29年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6251

１　事業概要

大綱（政策）

章（基本施策）

節（施策）

２　事業進捗等（指標等推移）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
人 26,778 26,347 26,043

回 20 14 20 19 20 19

人 5,000 3,380 5,000 4,505 5,000 5,966

千円 1.3 0.8

千円 1.0 0.5

千円 2,071 1,975

千円 3,873 3,009

千円 5,944 4,984

千円 1,400 1,217

千円

千円

千円 73 757

千円 4,471 3,010

千円 5,944 4,984

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

4

4 ニーズ

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

2

4

4 ニーズ

4

4

事業費

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

事業への参加者数

事業の開催回数

小・中学校の児童生徒数

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

単位コスト（総コストから算出）参加者１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 参加者１人あたりのコスト

【政策開発課コメント欄】

手段 意図（目的）

少年湖畔の村を無料開放する。また、週末や夏休み期間に体験プログラムを実施する。
屋外活動を制限されている子どもたちが、週末や夏休み期間中に恵まれた自然環境の中で安心して学ぶ
ことができるよう、湖南地区で宿泊体験活動を行う。

平成30年度

改善

改善

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
原子力発電所の事故により屋外制限されている子どもたちが、週末や夏休み期間
中に恵まれた自然環境の中で活動することを目的として創設された事業であり、
参加者も増加傾向でニーズの高さがうかがえるものの、震災から６年が経過し、
除染の推進等により、当初の目的は達成されたと言える。また、前年度の事務事
業評価等においても、当該事業の担い手を民間主体にできるかの検討の必要性が
示されたことから、当該事業の実施にあたり精力的に活躍しているボランティア
団体のNPO法人化し、委託することを検討していた経過もある。しかしながら、
除染が完了している状況において、今後については、少年湖畔の村の利用率向上
に向けた事業を検討する必要がある。

【一次評価コメント】
　事業プログラムの内容も充実し、開催が定着しているが、震災からの復興が進
む状況もあることから、事業趣旨や手法の見直しを行うなど精査し、湖畔の村の
効率的、効果的な事業としてシフトする必要がある。

安全に、そして安心して、屋外で活動する場・機会が求められている。

平成28年度実施事業に係る事務事業評価

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
単位

現在、震災直後より放射線量は低下し、屋外での活動制限は解除されたものの、安全・
安心な体験活動ができる場・機会の提供が求められる。

今後周辺環境（予測）

のびのび！親子体験事業

政策体系

住民意向分析

次代を担う青少年が夢と希望を持って心豊かにたくましく成長することは、市民の共通
の願いである。

２青少年の健全育成

２一人ひとりの学ぶ心を大切にするまち

２ともに学び、ともに育み、未来を拓くまち

教育委員会事務局教育総務部 生涯学習課

指標名指標名

東京電力福島第一原子力発電所の事故による放射線問題により、市内の小
学生については、屋外での活動が制限された。

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

平成32年度平成31年度

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費分析結果

平成２３年度に「湖南林間学校」としてスタートしたが、平成２４年度以降「わくわく！湖南移動教室」
と「のびのび！親子体験事業」に分けて事業を実施。人気のある活動プログラムを充実させ、参加者の少
ないプログラムの見直しを行った。また、平成２７年度から「少年湖畔の村親子交流事業」を統合した。

平成２３年度に「湖南林間学校」としてスタート。平成２４年度以降「のびのび！親子体験事業」として活動プ
ログラムを充実させて実施した。また、平成２７年度から「少年湖畔の村親子交流事業」を統合した。事業が定
着し、参加者数も増加している。

平成２３年度に「湖南林間学校」としてスタートしたが、平成２４年度以降「わくわく！湖南移動教室」と「のびの
び！親子体験事業」に分けて実施したため事業費が減少した。また、平成２７年度に「少年湖畔の村親子交流事業」
と統合したため、事業費が増加した。

【次の実施計画に向けたカイゼン等の案】

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性

0

2

4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0

2

4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

○

○



平成29年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6555

１　事業概要

大綱（政策）

章（基本施策）

節（施策）

２　事業進捗等（指標等推移）

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績
人 181 181

回 2 2 2

回 5 5 5

回 4 6 5

回 0 2 2

人 525 595 572

千円 9 7

千円 9 7

千円 245 823

千円 4,461 3,291

千円 4,706 4,114

千円 244

千円

千円

千円

千円 4,706 3,870

千円 4,706 4,114

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

3

4 ニーズ

4

4

４　実施計画
４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4

3

3 ニーズ

4

4

事業費

一般財源等

歳入計

市債

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

研修会参加者数

業務マニュアルの作成

派遣研修

初任者研修

館長・主事

成果指標③

成果指標②

成果指標①

活動指標③

活動指標②

活動指標①

対象指標

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

単位コスト（総コストから算出）参加者１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 参加者１人あたりのコスト

【政策開発課コメント欄】

手段 意図（目的）

①知識及び技術習得の研修会を開催する。②マニュアルを作成し、活用する。③国・県の専門職員育成
研修に職員を積極的に派遣する。

公民館関係職員の専門知識や技術の向上により、公民館活動が活性化し、住民連携による地域活動を促
進する。

平成30年度

継続

経常事業

代替事業の有無

代替事業の有無
【二次評価コメント】
公民館関係職員の専門知識や技術の向上のために、公民館長や公民館主事を対象
に市主催の研修を実施し、県や国が開催する研修に職員を派遣している。事例発
表を交えた研修や公民館の事業説明等、対象者に合わせた研修を実施している。
単位コストについては、減少（9千円/人⇒7千円/人）しているものの職員研修に
要するコストであり、さらなる効率化を図りながら実施する必要がある。また、
当該事業は、公民館事業の効率的な推進を図るため、管理、指導及び総括に関す
る事務を担う役割として行っていることから、今後はマネジメントサイクルによ
らず事業を実施する。

【一次評価コメント】
　ワークショップや先進事例研究を取り入れた研修を実施し、国等の主催する研
修会にも積極的に職員を派遣した。今後も継続して研修を行い、職員の資質向上
を図る。

国より学校を核とした地域教育力の活用など学校と地域の連携を図る施
策が求められている。また、子どもの学校外活動やセーフコミュニティ
の推進、ＩＣＴを活用した各種の行政サービスなど、市民を取り巻く現
代的な課題が増加している。

一般研修

平成28年度実施事業に係る事務事業評価

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
単位

市民との連携を図りながら、課題解決に向けた地域学習活動がさらに重要視されるよう
になり、学校を核とした教育環境の再編が行われ、地域・学校連携のための社会教育の
取組みが求められるようになる。

今後周辺環境（予測）

生涯学習職員研修事業

政策体系

住民意向分析

３生涯学習の推進

２一人ひとりの学ぶ心を大切にするまち

２ともに学び、ともに育み、未来を拓くまち

教育委員会事務局教育総務部 生涯学習課

指標名指標名

公民館事業の効率的な運営を図るため機構改革により、公民館の指導機能
を担う係が新設された。(平成27年度より）

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境

平成32年度平成31年度

１　規模・方法の妥当性

２　公平性

３　効率性

４　成果指標
（目的達成度）

１　規模・方法の妥当性

活動指標分析結果 成果指標分析結果 総事業費分析結果

　既存の一般研修にワークショップや事例発表など、事業成果を発信するプログラムを新たに設けるとと
もに、公民館職員の専門的知識向上のため、「専門研修」を追加し実施した。また、国の施策の流れや先
進事例にふれ、担当職員等の見識を広めるため国等への派遣も2回増加し、積極的に職員を派遣した。

　初任研修2回、一般研修5回、派遣研修6回、専門研修1回を行い、延べ595人に課題意識と成果を見据えた研修を
行った。また、マニュアルを2種類作成し、配布した。

機構改革による新たな役割の中、専門研修等の新規追加を伴う、現予算が今後の基準となる。地域づくりを担う公民
館職員の資質向上のため今後も継続して実施する。
<主な経費>　報償費（講師）、旅費（講師、職員）、需用費、役務費、負担金

【次の実施計画に向けたカイゼン等の案】

５　活動指標
（活動達成度）

５　活動指標
（活動達成度）

４　成果指標
（目的達成度）

３　効率性

２　公平性
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4

１ 規模・方法の妥当

性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）

0
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4

１ 規模・方法の妥

当性

２ 公平性

３ 効率性
４ 成果指標

（目的達成度）

５ 活動指標

（活動達成度）
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